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<あらまし>　教員免許状更新講習選択領域では6,000を越える講習が開設されているが,
受講者側からはどのような講習が受講できるか見えにくく,開設側からはトータルとして

どの領域がどれだけカバーできているかモニタリングしにくい.選択必修領域の新設の提言
に伴い,選択頒域の講習を整理する枠組みについて検討する.
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1.はじめに

急激な社会の変化に伴い,行動化・複雑化

する諸課題に対応できる人材育成のために,

学び続ける教員像の確立が求められている.

中央教育審議会の「教職生活の全体を通じた

教員の資質能力の総合的な向上方策につい

て」では,教職生活全体を通じて学び続ける教

員を支援する仕組み作りとして教育委員会と

大学との連携・協働による教員養成の高度

化・実質化を挙げており,教育現場のニーズ

を手巴握して大学が"学び続ける教師"を支え

ることが期待される.

"学び続ける教師"を支える公的な枠組み

としては,教育公務員特例法に基づく初任者

研修や十年経験者研修と,教育職員免許法に

基づく十年毎の教員免許状更新講習(以下,更

新講習)が挙げられる.前者については悉皆の

研修は十年経験者行政が一区切りであり,そ

の後は新任主幹教諭研修や新任教頭研修など

昇任に伴う研修か自主的に専門研修を受講す

ることになる.更新講習は「その時々で教員と

して必要な資質能力が保持されるよう,定期

的に最新の知識技能を身に付けることで,戟

員が自信と誇りを持って教壇に立ち,社会の

尊敬と信頼を得ることを目指」す制度であり,

十年経験者研修修了以降の40歳代, 50歳代

教員の悉皆の研修機会として平成21年から

導入された.

更新講習は必修領域12時間,選択領域18

時間の合計30時間で構成されるが,現代的

な諸課題-の対応,前述の現職研修との差別

化等の課題に対応すべく,教員免許更新制度

の改善に係る検討会議(2014)から「教員免許

更新制度の改善について」の報告がまとめら

れた.

報告は新たに「国からあらかじめ示された

全国共通の内容(複数の事柄)について,書

く講習開設者が選択的(又は網羅的)に開設

する講習を,各受講者が選択受講(教員免許

更新制度の改善に係る検討会議2014:6)」を

設け,当面必修領域12時間のうち6時間を

これに充て,将来的には12時間に増加する

ことを提案している.

具体的内容としては,必修領域から移す部

分と,これまで選択顔域で取り扱ってきた部

部分を取り込む部分からなる。必修頒域から

移す部分としては,学校を巡る近年の状況の

変化,学習指導要額の改訂の動向等,法令

改正及び国の審議会の状況等,様々な問題に

対する組織的対応の必要性,学校における危

機管理上の課題を含むことを報告は示唆する。

一方,これまで選択領域で取り扱ってきた

部部分としては教育相談(いじめ・不登校-

の対応に関するものを含む。) ,進路指導・

キャリア教育,学校・家庭・地域の連携・協

働,道徳教育,英語教育,国際理解・異文化

理解教育,教育の情報化(I CTを利用した

指導、情報教育[情報モラルを含む]等),環境

教育、食に関する指導,思考力・判断力・表

現力等を育むための言語活動,人権教育,懲
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戒と体罰,教員のメンタル-ルスなどが適切

と提言されている.

改革の趣旨を活かして"学び続ける教師"

を支えるためには,講習を受講する側から見

て希望する内容を容易に見つけられることが

求められるであろう.一方,現行の更新講習の

内容の提示方法としては,個々の開設者の公

開する情報を確認することになる.全国にお

いてどのような講習内容が開講されているの

かを知るには文部科学省による講習内容の概

要において文部科学大臣による認定時の情報

(文部科学省2014)を確認するしかない.確か

に,実際に講習を選択する際には,受講可能

な地域と受講に適した時期とによって消去法

で決まってしまう場合も少なくないことから,

実用上支障が少ないこともあるかもしれない

が,選択必修領域が新設されれば,地元の開

設者の内容に希望するものが見当たらないと

いうことも起こりえるだろう.また,受講者が

必ずしも勤務校の近隣で受講するとも限らな

い.放送・インターネット等による開講も増加

しつつあり,全国で開講されている内容から

受講者側のニーズに合わせた形で選択できれ

ば,限られた開設者側のリソースを有効活用

することにもなる.このため,受講者側が更新

講習内容を簡便に検索できるインデックスが

必要になるだろう.

一方,前述の通り選択必修領域は選択領域

の一部を取り込む形で開設されると想定され

るので,まず,既存の選択領域の講習内容の

内容分析を行い,どのようなインデックスが

利用できそうか,検討する必要がある.

2.日的

本研究では,平成26年度開講の343大学

等で開講予定の選択領域の講習内容のデータ

を用い,受講者にとって利用しやすい更新講

習内容の提示方法について議論したい.

3.更新講習(選択領域)概要・講習名
3.1.対象

平成26年度免許状更新講習の羅定一覧に

おいて公開されている更新講習一覧(文部科

学省, 2014)にある講習概要及び講習名をデ

一夕とした.地域別で見ると北海道地域334

講習,東北地域558講習,関東地域1224講

習,中部地域1303講習,近畿地域770講習,

中国地域474講習,四国地域329講習,九州・

沖縄地域976講習,放送・通信・インターネ

ット140講習で,合計6,108講習である.文科

省HPには6,113講習となっているが,網掛

け・斜線となっている講習は除外した.また,

同一内容・複数開講のものもそれぞれ個別に

カウントした.

3.2.方法

3.2.1.計量テキスト分析

計量テキスト分析とは,計量的分析手法を

用いてテキスト型データを整理または分析し,

内容分析を行う方法とされる(樋口　2004) .

企業における顧客からのニーズやクレーム,

質問紙調査における自由記述,インタビュー

調査等で大量に得られたテキストデータにつ

いて,その頻度や語と語の結びつき,内容の

類似度,出現する場面などの観点から分析す

る手法である.

KH Coder2.beta.30.aを利用した.まず,記

述内容をKH Coderに読み込んだ後に茶寛に

よる複合語の検出を行った.これは, 「特別支

援」を「特別」と「支援」といった具合に分

割されることがないように行う処理である.

検出した複合語のうち複合語のままで用いた

い語について強制抽出とし,前処理を行った

後,抽出語リストを表示して語の抽出の状況

を確認し,不要語(例えば「本講習」 「0　{}」

など内容的に意味がないもの)は削除し,結

果に影響が大きい語は正規化(例えば「児童

生徒」と「児童・生徒」など)した.

その上で,講習概要及び講習名の語の出現

頻度について調べる.

3.2.2.共起ネットワーク

語の共起関係を把握するために,共起ネッ

トワークのコマンドを実行した.このコマン

ドは「出現パターンの似通った語,すなわち

共起の程度が強い語を線で結んだネットワー

ク(樋口2013:55)」を描くことができるもの

であり,語と語が線で結ばれていることによ

り,解釈がしやすい.
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3.3.講習概要

講習内容に関する記述(6,108講習, 17,456

請)について, 12,354語の異なり語を抽出し

た(出現回数の平均は20.69語主出現回数の

上位150語は表1の通りである.

表1講習概要から抽出した上位150語

出力の解釈可能性から最小出現回数150,

描画数80,利用される語数282語で共起ネ

ットワークを算出したのが図1である.

学習指導要領の趣旨を活かした学習指導に

関する具体的な手法に関する理解,発達障害

や子どもの発達に関する理解,理科・生物・

化学における実践・観察,養護教諭に関する

内容,理論と実践,音楽・美術の鑑賞・制作,

国語,英語などの講習内容がグルーピングさ

れているが,具体的な授業に関する講習内容

が全体的な講習内容の記述の中でも多いこと

が見て取れる.

次に,講習名での計量テキスト分析を行っ

てみる.

3.4.講習名

講習名に関する記述(6,108講習, 4,201

請)について, 3,722語の異なり語を抽出し

た(出現回数の平均は7.45語) .出現回数の

上位150語は表1の通りである.

表2　講習名から抽出した上位150語

出力の解釈可能性から最小出現回数30,描

画数60,利用される語数175語で共起ネッ

トワークを算出したのが図2である.

特別に支援の必要な児童・生徒に対する支

援や発達障害に関すること,小学校における

学習指導の現状と課題,物理・化学や小学校

理科における実験, ICT活用,養護教諭の役

割,国語,英語などの講習内容のグルーピン

グがされている.

以上,講習概要と講習名の計量的テキスト

分析によって得られたグルーピングについて

みてきた.
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図1.講習概要による共起ネットワーク

図2.講習名による共起ネットワーク
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4.更新講習の提示方法

4.1.新しいインデックスの必要性

前節から,選択領域で開講されている講習

の傾向について把握した.実際に選択必修領

域が開講される段階では,講習内容に検討画

加わることは当然考えられるが,平成26年

度開講の講習に関して受講者が,受講可能な

全ての講習の中から,講習概要及び講習名を

利用して講習を選択すると仮定しよう.例え

ば, 「教育相談(いじめ・不登校-の対応に関

するものを含む。)」でみると,平成26年度

開講予定の講習で,直接「いじめ」を講習名

に冠している講習は10講習に過ぎない。こ

れを講習概要まで広げると, 91講習が講習概

要で「いじめ」という語を用いている.講習概

質,講習名いずれでみても「いじめ」は頻出

の150語には入っていない.同様に,教員のメ

ンタル-ルスでみると,講習名では23講習,

講習概要まで含めると　49講習となるが,請

習名だけではメンタル-ルスを扱っているか

不明な講習もあり(例えば「教職員等中央研

修(中堅教員研修)」といった講習名の場合),

結局講習概要の全てに目を通さなくては見つ

けられないことになる.いずれにせよ,講習概

要や講習名だけを頼りにしていたのでは,希

望する講習を見つけ出すことが困難であり,

何らかのインデックスが必要だろう.

選択必修領域の内容が定まってくれば,開

設の段階で分野を示すインデックスが追加さ

れると想像できる.具体的にはJ

e　学校を巡る近年の状況の変化

◎　学習指導要領の改訂の動向等

◎　法令改正及び国の審議会の状況等

⑳　様々な問題に対する組織的対応の必要

性,学校における危機管理上の課題

◎　教育相談(いじめ・不登校への対応に関

するものを含む。)

⑳　進路指導・キャリア教育

◎　学校・家庭・地域の連携・協働

⑳　道徳教育

◎　英語教育

◎　国際理解・異文化理解教育

◎　教育の情報化(ICTを利用した指導、

情報教育[情報モラルを含む]等)

⑳　環境教育

⑳　食に関する指導

◎　思考力・判断力・表現力等を育むための

言語活動

⑳　人権教育

⑳　懲戒と体罰

◎　教員のメンタル-ルス

のいずれに当てはまるかを,開設の認定の

段階で確認することになると思われるので,

その時の分野をそのまま受講者に提示する方

法である.つまり,選択必修の内容に分野イン

デックスを付けるというものである(図3の

1　.

-方,上記の括りではあまりに大雑把であ

る.例えば教育の情報化の括りではなく, ICT

を利用した指導,情報モラル,メディア・リ

テラシーなどより内容に即したインデックス

を付けた方が選択しやすい.このとき,講習概

要や講習名などのように自由に開講者が括る

のではなく,予め限定されたキーワードの中

1)選択必修のみ分野　　2)選択必修のみ分野キーワード　3)選択にもキ-ワード

図3.新しいインデックス
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からインデックスを追加できるようにしてお

く方法が考えられる(図3の2)) .

更にこれを拡張して,選択領域の開講科目

についても同じキーワードを共通に利用する

ことで,受講側の利便性がより高まるように

思われる(図3の3)) .例えば選択必修で情

報モラルを受講し,発展的に選択額域でも情

報モラルに関する講習を選択する,といった

ことができる.選択領域の講習に関してもキ

ーワードのリストの中から必要に応じてイン

デックスを付けられるようにしておき,講習

によって担当者が必要なしと判断すれば,そ

の講習にはキーワードを付けなければよいだ

ろう.

4.2.開設者側からのモニタリング

前節で受講者側から見て,講習概要及び講

習名から,講習内容の把握が困難であること

を指摘したが,これは開講側にも当てはまる.

つまり,開設側からみても,どのタイプの講

習がどれだけ整備できていて,何が足りない

のかの把握が現行の講習概要及び講習名だけ

では把握しにくい.

分野による偏りは,受講者から見れば希望

する講習を受講できないばかりでなく,開設

者側から見ても限られたリソースを無駄にし

ていることにもなるだろう.全体としての開

講状況が把握できれば,他で開設していない

講習を戦略的に開設したり,開設者の特徴を

活かしたりといったことが可能になる.重複

していて維持が難しい講習を廃止するなどの

判断もやりやすくなると考えられる.

4.3.講習の選択の支援

次に,新しいインデックスを利用して講習

を選択できるインターフェースが必要である.

図4は, File maker Proに講習概要を読み込

んで試作したデータベースの画面である.

受講者側からみれば,選択必修領域の選択

に当たっては,インデックスで抽出した後,

講習の開催地や講習の機関によって絞り込み

を行うことできる.また,シンプルに全文検

索を行い,全国で開講されている講習内容か

ら興味のある講習を選ぶことができる.

開設側からみれば,講習内容のカバーの状

態が把握でき,不足している内容について例

えば放送・インターネットなどによる講習を

増やすなどの意思決定がやりやすくなる。

図3　更新講習データベース

こうした更新講習の内容の提示が可能に

なると,講習の選択はこれまでと大きく変わ

る(図4)。従来では,開設側のデータベース

は開設者毎であったため,まず勤務地等に近

い開設者の講習の中から,都合の良い時期を

選び,興味がある講習を選択するという順序

であった.選択必修領域の開設数がそれほど

多くないとすると,内容的な選択の余地がほ

とんどない状況すら想定される.

そうではなくて,全ての開設講習の中から

まずニーズに応じて抽出し,場所・時期で絞

り込み,条件に合わなければ最初に戻るとい

う方法であれば,従来の方法よりも選択肢が

増えることはあっても,減ることはないだろ

ラ.

ま)従来の提示方法での選択頒序　2)提案する撮禾方法での逮駅輯醇

図4　選択順序の変化

-116-



5.まとめと今後の課題

本研究では,平成26年度開講予定の更新

講習の講習概要・講習名から,新しく提言さ

れている選択必修額域に関係する講習を抽出

するためのインデックスについて検討した.

結果として,現在の講習概要のままでは受講

者側からは講習の抽出がやりにくく,開設側

からは開講状況のモニタリングがやりにくい

ことが示唆された.

これまでのように,選択額域と必修領域が

完全に分離していればこのような問題はない

が,教員免許更新制度の改善に係る検討会議

による提案の趣旨を活かし, "学び続ける教

節"を支えるためには,必修選択領域をより

選びやすくする必要がある.計量テキスト分

析の結果,個々の開設者が設定する講習名や

講習概要では対応が困難である.そこで,これ

を解消するために新たなインデックスとそれ

を用いたデータベースの活用について提案し

m

今後,更新講習の改善に関する議論はより

深まっていくと思われるが,根本的なところ

で対面方式を中心とする限り,受講者のニー

ズを活かすことは困難である.この点は本稿

の範囲を超えることになるが, 「自宅から通

えて夏季休業中」といった条件が受講者から

みて最優先になるのであれば,どのような提

示方法をしてもほとんど意味がない.図4で

いえば, 1)の従来の提示方法で十分,という

ことになる.実際,受講者側からの声も時期

としては8　月中の開設が適切との声が多い

(教員免許更新制度の改善に係る検討会議

2014:22).

一方,それでは選択必修領域の新設の効果

は限られたことになってしまうおそれがある

だろう.報告では通信教育型の講習について,

その環境の充実が適当と指摘しているが,修

了判定等の難しさについては再三指摘されて

いる通りである.現実的な方法としては,放

送大学等が開設する通信・放送・インターネ

ット等による選択額域の講習が平成26年度

には140講習となっており,図4の最初の抽

出の段階でこうした選択肢が増える効果はあ

るかも知れない。

講習の修了認定の厳格さと,受講側のニ

ーズを活かした柔軟な講習とのバランスが重

要であると考えられるが,より"学び続ける

教師"の支えとなるような更新講習の制度的

な改善が期待される.

最後に,講習概要及び講習名をデータとし

たインデックス作成の課題を挙げる.本稿に

おける解析では,語そのものを対象とした解

析にとどめている。より適切な抽出を行うた

めには,コーディングルールを用いる方法も

ある.コーディングルールは「分析者が『こ

ういう表現があれば、コンセプトAが出現し

ていたと見なす』といった指定(コーディン

グルール作成)を積極的かつ明示的に行い、

データ中からコンセプトを取り出(樋口

2013)」す手法であり,具体的には, 「子ども」

「児童」 「生徒」などをまとめて「学習者」と

するような場合である.コーディングルール

の作成に当たっては,同じ言葉であっても異

なる意味で使われている場合もあることから,

全て原文を確認しながら行う必要があるが,

過去のルールに新しいルールを追加して学習

させることもでき,有効に活用できる可能性

もある.こうした処理を効率的に行える環境

(IBM SPSS Text Analytics for Surveys %)

も活用し,講習概要及び講習名からインデッ

クスを抽出することも考えられるだろう.

今後の検討課題としたい.
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